
１ 

項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

医療機関 
の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福原委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）各種医療機関の役割に
ついて、整理をお願いした
い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆行動計画の修正 
医療機関の種類ごと

に役割を加筆修正しま
す。 
 

◇マニュアル等に記載 
各種医療機関の詳細

な役割等については、今
後策定予定のマニュア
ル等に記載することと
します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.12 （６）医療機関の役割  

医療機関は、新型インフルエンザ等発生前に

は院内感染対策や必要となる医療資器材の確保

に努めるとともに、発生時において、継続して

医療を提供するため、新型インフルエンザ等患

者及び疑い患者（以下「患者等」という。）の診

療体制も含めた、診療継続計画の策定等事前の

準備に努める。 

①感染症指定医療機関(感染症法第 38 条) 

府内発生早期においては、積極的に患者等を

受入れ、適切に医療の提供を行う。 

②指定地方公共機関を含む地域の中核的医療機

関、公的医療機関（日赤病院、済生会病院、労

災病院等を指す。以下同じ。）及び協力医療機関 

帰国者・接触者外来の開設や新型インフルエ

ンザ等患者の積極的な受入れ等適切に医療の提

供を行う。 

③一般の医療機関(内科・小児科等、通常、感染

症の診療を行う全ての一般の医療機関を指す。

以下同じ。) 

 府内感染期においては、院内感染防止対策を

行い、新型インフルエンザ等患者を受入れ、適

切に医療の提供を行う。 

第 1 回新型インフルエンザ等対策審議会における議論を踏まえた行動計画案の修正等について（案） 

資料２ 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

強毒性の
場合の 
医療体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木野委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強毒性ウイルスでは、あっ

という間にパンデミックに

なる。そうなった時に現在の

病院の体制では適応できな

い。強毒性では災害医療と全

く同じ。ある程度、大阪府と

しての方向性を示してもら

い、これを受けて、地域ごと

に各専門の関係各所と話し

合いながら、病院以外のとこ

ろでも治療するところを考

えていなかければならない。 

◆行動計画の修正 

府内感染期における

医療体制を確保するた

め、医療機関以外の機関

との連携強化等につい

て追記します。 

 

P.25 

 

 

 

 

 

 
P.57 

（５）医療 

③発生時における医療体制の維持・確保 

に、以下を追加。 

・既存の医療施設の対応能力を超えるような事

態においては、市町村や自衛隊等関係機関と連

携し、臨時の医療施設の設置や災害医療に準じ

た体制を確保する必要がある。 

本府が緊急事態宣言区域に指定されている場合

について修正 

②府は、国や市町村、関係機関と連携し、区域

内の医療機関が丌足した場合、臨時の医療施設

を設置し、医療を提供する。 

感染期の 
医療体制 

 

 

太田委員 

 

 

 

 

 

 

府内感染期には一般診療

所が手分けする必要がある。

そのためには、医療従事者に

医学的な知識を習得してい

ただく必要があるので、研修

をした上で、医療機関の選定

が必要になる。 

◆行動計画の修正 

府内感染期における

医療体制の整備につい

ては、人材育成や院内感

染について、基本的考え

方を追記します。 

P.24 （５）医療 

①基本的考え方 

・府内感染期には、一般の医療機関においても

新型インフルエンザ等患者に対する医療の提供

を行うことから、医療関係者に対し、感染症に

関する研修を行うなど、人材育成に努めるとと

もに、医療機関に対して院内感染対策について

情報提供を行う等受入体制の充実を図る必要が

ある。 
朝野会長 院内感染対策に対する研

修の機会を何回か設けるこ

とは非常に重要だ。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

病床確保 

 

 

 

 

 

 

 

太田委員 

 

 

 

 

 

 

 

病床数の確保は、今どれく
らいあるのか。急性期には、
とにかく封じ込めなければ
ならないので、全てが個室単
位の入院になる。そういう計
算の元で、今どれくらい大阪
府に余裕があるのか。最初に

搬入される人たち（子どもや
妊婦）を入院させるための個
室がどれくらいあるのか。 

◇マニュアル等の対応 
最大確保可能病床数

の把握については、今
後、国が示す増床の余地
等についての調査項目
やその方法などを基に
マニュアル等を作成し、

把握に努めます。 

  

朝野会長 

 

最大限どれくらいの病床
が確保できるかはみておか
なければならない。 

風評被害 

 

太田委員 

 

 

 確実に伝える伝達手段と
公開の範囲（拙速に公開する

と風評被害なども生じる）が
気になる。 

◆行動計画の修正 
 風評被害への対応に
ついては、市町村や関係
機関等との連携・協力に
ついて加筆します。 
また、情報提供・共有

については、報道機関と
の事前調整について追
記します。 
◇マニュアル等の対応 
 本府では、広報チーム
を組成し、一元的に情報
提供することとしてお
りますが、その詳細につ
いては、マニュアル等に
記載します。 

P.30  イ 一元的な情報提供を行うために、情報を集

約してわかりやすく継続的に提供する体制を整

備する。 

・個人情報の取り扱いに関する基準や情報の提

供方法、内容等について報道機関と事前に調整 
朝野会長 

 

誰がどういう形で公表す
るかの判断は府で一元化し
て行うのか。 

窪川委員  報道提供の基準を決定す
るには、府とメディアとの 
事前の取決めが必要。そこで
まとめたものをガイドライ
ンに落とし込む機会が必要
だ。 
また、保健所への取材をど

うするのかということは大
きな検討課題になる。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

 近藤委員 住民は、真っ先に市町村に
問い合わせる。風評被害につ
いては、統一的な対応が課題
ではないか。 

 

 

P.20 ・誤った情報が出た場合は、風評被害を考慮し、
市町村、医療関係機関や専門家と連携・協力し
て、早期に個々に打ち消す情報を発信する必要
がある。 

情報提供 
共有 

宮川委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双方向性の情報伝達のシ
ステムが必要であり、既存の
システム等も府の対策に有
用に使っていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◇マニュアル等の対応 
P.25「医療分野にお

ける対策の推進に当た
っては、対策の現場であ
る医療機関等との迅速
な情報共有が必須であ
ることから、府医師会・
郡市区医師会・病院・学
会等の関係機関のネッ
トワークを活用するこ
とが重要である。」と記
載があります。 
 併せて、医療における
情報収集、提供手段につ
いては費用対効果を見
極めつつ最適な方法を
マニュアル等に記載し
ます。 

  

小野委員 コールセンターや情報の
収集、あるいは提供が市の
側としては、たたき台だけ
では整理がつかない。もう
少し整理をしていただきた
い。（広報チーム、帰国者・
接触者相談センター、府の
コールセンター、市町村の
コールセンターの関連性） 

◇マニュアル等の対応 
各種相談体制等の関

連性についてもマニュ

アル等において詳細を
記載します。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

サーベイ 
ランス 

宮川委員  重大な感染症が起こった
場合は、発生したときから
多様な方法で情報を吸い上
げて頂きたい。 

◇マニュアル等の対応 

 計画記載のサーベイ
ランスについては、国ガ
イドラインに準拠して
います。 
薬局サーベイランス

をはじめ、多様な情報の

吸い上げについては、今
後の課題として、マニュ
アル等作成時に検討し
ます。 

  

朝野会長  例えば、薬局サーベイな
ども医師会、薬剤師会と協
力してガイドラインの段

階で情報収集についても
項を設けてほしい。 

乾委員  薬局サーベイは、まだま
だ広がりがない。日本薬剤
師会でも今後積極的に進
めていくことにしている。
早急にやっていきたい。 

広域的対

応 
朝野会長  休校の規模等様々な基

準が府県間で異なること
のないよう調整が必要。こ
れは関西広域連合という
よいシステムがある。 

◆行動計画の修正 

 関西広域連合が作成

予定の行動計画に関す

る記載を加筆します。 

P.10 （２）近隣府県及び関西広域連合 

近隣府県及び関西広域連合は、感染拡大を防
止し、社会機能を維持するため、必要に応じ、
相互に連携して、外出制限や施設の使用制限等
における基準づくりや啓発、広報等府県の行政
区域を超えた広域的対応を図るよう調整するこ
とが望まれる。 
とりわけ、関西広域連合が策定予定の行動計

画においては、以下の項目について記載される

ことが期待される。 
≪項目例≫ 
・通勤、通学地と住所地が異なる感染事例への 
対応 

 



６ 

 

項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

 神田委員  関西広域連合にも広域
の調整をしてほしい。具体
的に何が広域連合の仕事
で、ここからは府の仕事な
のかということを働きか
けてほしい。 

  ・公共交通機関、ライフライン企業等広域的に

活動する関係機関への要請など 

・風評被害への対応、啓発広報 

・予防接種の広域的対応 

・外出制限や施設の使用制限等における基準づ

くり 

・府県間の連絡調整 

・その他必要な事項 

ワクチン
接種 

朝野会長  国で一番問題になった

のは、住民票のあるところ

で接種できる人ばかりで

はないということ。他の市

町村で入院している者等

は接種できない。国が３分

の１のお金を出すなど、お

金のやりとりの問題が出

てきている。これが非常に

大きな議論になっている。 

◇マニュアル等の対応 
 ワクチンの流通、数量
確保、搬送方法等につい
ては、今後、厚生労働省

が策定予定の実施要領
や手引きを参考に詳細
をマニュアル等に記載
します。 

  

小野委員 ワクチンの具体的な市町

村への搬送あるいは数量
の確保などは、具体的に落
とし込んでほしい。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

 奥野委員  ワクチンを作るには、相

当時間がかかる。流行に間

に合うのはごく一部のワ

クチン。ワクチンはそう簡

単には出来ない。 

◆行動計画の修正 

 自然災害等や他の感

染症と比較して、対応が

異なる項目として明記

します。 

P.8 ５．社会・経済への影響 

【参考：新型インフルエンザ等対策が自然災害

等や他の感染症対策と異なる点】 

・ワクチンの必要量を確保するためには相当期

間を要する。 

対策の前

倒し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮川委員 中国の鳥インフルエン

ザにおいても、大阪府、大

阪市、府医師会が前の段階

から議論をスタートし、体

制は既に組んでいる。 

◆行動計画の修正 

 府内でのまん延をで

きるだけ遅らせるため

には、早め早めに対策に

着手する必要があるた

め、横断的留意点に加筆

します。 

P.17 ９．府行動計画の主要 6 項目及び横断的留意点 

府行動計画は、２つの主たる目的である「感

染拡大を可能な限り抑制し、府民の生命及び健

康を保護する」及び「府民生活及び府民経済に

及ぼす影響を最小限に抑える」を達成するため

の戦略を実現する具体的な対策を、次の(1)～

(6)の主要項目について発生段階ごとに示すこ

ととし、本項では横断的な留意点について記す。 

なお、各対策の実施にあたっては、専門家の

意見を踏まえるとともに、関係者の理解と協力

のもと柔軟に対応するものとする。 

（Ｐ.3, 4，Ｐ.８にも同趣旨の記載があります。） 

朝野会長 対策を前倒して、皆の協

力のもと体制を整えてい

く。 

訓練 

 

太田委員 全体の流れをシミュレ
ーションし、その結果をフ
ィードバックしなくてよ

いのか。 

◆行動計画の修正 

 マニュアル等へのフ
ィードバックについて

加筆します。 

P.2 今後、政府ガイドラインや専門的知見をもと

にマニュアル等を整備することによりととも

に、最新の知見や訓練の結果をマニュアル等の

見直しに反映させることにより、本府の新型イ

ンフルエンザ等の対策を充実させることとす

る。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

危機管理
体制の強
化 

木野委員  危機管理においては、自
衛隊を含めた徹底した体
制をとらないといけない。
一旦、ウイルスが府内に侵
入してしまうと、とんでも
ないことになる。 

◆行動計画の修正 
 関係機関の連携につ
いて加筆します。 

P.18 
 
 
 
P.28 

（１）実施体制  
・庁内各部局においては、国や市町村、関係機
関、事業者等との連携を強化し、発生時に備え
た準備を進める。 
・府は、災害訓練を活用してシミュレーション
を実施する等、自衛隊、警察、消防機関、海上
保安機関等と連携を進める強化する。 

消 費 者 
行 動 

瀬 戸 山 
委 員 

府民生活の安定には、府
民の協力が丌可欠。 
府内未発生期段階にお

いても、消費者の買い占め
行動や事業者への売惜し
みは、十分想定でき、呼び
かけを始めておく必要が
ある。 

また、食料品や生活必需
品等の備蓄も併せて行う
必要がある。 

◆行動計画の修正 
 府内未発生期におい
ても、府内発生早期、府
内感染期と同様に、府民
への呼びかけについて
追記します。 

P.41 （６）府民生活及び府民経済の安定の確保 
③府民・事業者への呼びかけ 
・府は、府民に対し、食料品、生活必需品等の
購入に当たり、消費者としての適切な行動を呼
びかけるとともに、事業者に対しても、食料品、
生活関連物資等の価格が高騰しないよう、また、
買占め及び売惜しみが生じないよう要請する。 
≪府民文化部・商工労働部・環境農林水産部≫ 

・府、市町村は、府民に対し、外出自粛等に備
え、食料品や生活必需品等を適切に備蓄するよ
う呼びかける。≪危機管理室≫ 

府民への
情報提供 

八木委員 住民広報に関する資料
や、対応窓口の一元化が望
ましい（新型インフル、地
震対策と個別に情報提供

を行うのではなく、住民に
対しては、一本化した資
料、対応窓口とすることが
望ましい）。 

◇マニュアル等の対応 
 危機管理室と調整す
るとともに、マニュアル
等作成時に検討します。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

 瀬 戸 山 
委 員 

 未発生時期に、どのよう

なものをどの程度、府民が

備蓄しておく必要がある

かのリストや分量を示す

啓発文書（カード等）を発

行したり、生活用品小売や

ドラッグストアなどに配

布掲示してはどうか。  

 

  

  

災害と感
染症の被
害の差異 

 

朝野会長 

 

府だけで 12,000 人死

者が出る場合、全国でも多

くの人が感染している。災

害は被害が集中するが、感

染症はあっという間に広

がる。 

◆行動計画の修正 

 自然災害等や他の感

染症と比較して、対応が

異なることを明記しま

す。 

P.8 ５．社会・経済への影響 

【参考：新型インフルエンザ等対策が自然災害

等や他の感染症対策と異なる点】 

・新型インフルエンザ等の流行は、いずれは発

生するが、その時期は予測丌可能であり、その

予兆を捉えることは困難である。 

・新型インフルエンザ等の流行は全国で同時に

発生することが予想されるため、自然災害のよ

うに被災していない地域からの応援を求めるこ

とは困難である。 

・新型インフルエンザ等の被害は、数週間から

数か月の中長期に渡り発生することが想定され

る。 

・医療従事者の感染リスクが最も高いことから、

医療体制の確保に影響を及ぼす。 
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項目 発言者 発言要旨 府の考え方 行動計画修正部分 

    

  

 ・感染拡大を抑制するためには、行政や医療機
関等関係機関のみならず、府民一人ひとりの正
しい理解と協力が丌可欠である。 

業務の継
続 

 

永松委員 

 

毒性が高くないもので
あるとすれば、事業者が行
っている事業の継続を無
闇に止めたりしないとい

うことを行動計画の中に
ある一定のレベルまでは
拢るということも大切。 

 侵入したウイルスの
特性に応じた対策を講
じるため、国においては
対策本部が専門家の意
見を聞いて基本的対処
方針を定め、本府におい
ては、基本的対処方針に
加え有識者の意見を聞
いて、適切な対応を決定
します。 

  

神田委員 現在、自然災害はそれな
りに事例もあるが、感染症
はそれほど多くない。各企

業で経験のない BCP の作
成について、国がガイドラ
イン的なことを示すのか、
府として独自の支援メニ
ューがあれば、支援しやす
くなる。 

国 のガイドライン
(P.174～)を参照して頂
くとともに、事業者向け
研修会等について協力
を検討します。 
また、社会機能維持の

ため、厚生労働省が登録
事業者の登録を行いま
すが、その登録の要件と
して、BCP の策定が義
務付けられると聞いて
おります。登録に際し、
必要な支援が得られる
よう、国に対し、引く続
き要望等を行います。 
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ページ 修正個所・指摘事項等 対応とその理由等 修正案 

P.15 

 

 

 

（５）特措法における保健所が担う
主な役割  
・ 特措法に基づき、保健所設置市
が所管する保健所が担う役割は、府
保健所と同様とし、概ね以下のとお
りとする。 

保健所設置市から、府の保健所の役
割と保健所設置市の保健所の役割が判
然としないという指摘があったため、
加筆修正しました。 

（５）特措法における保健所が担う主な役割  
・特措法に基づき、保健所設置市が所管する保
健所が担う役割は、概ね府保健所と同様とし、
概ね以下のとおりとする。 
表の題名：府保健所の役割の概要 

P.22 イ 住民に対する予防接種 市町村から、府の支援について、留
意点にも記載するよう指摘があったた
め、追記しました。 

・府は、市町村が住民接種を円滑に実施できる
よう必要な支援を行う。 

P.27 

 

保健所設置市から、発生段階におけ
る保健所設置市の体制整備について、
記載するよう指摘があったため、新た
に記載しました。 

・保健所設置市は、府が対策本部を立ち上げた
ときに備えて、速やかに対策本部（任意の対策
本部を含む）を立ち上げられるよう体制を整備
する。≪危機管理室・健康医療部≫ 

 

 

 

たたき台においては、歯科医療機
関の安全性等は確保されておらず、

具体的な医療資機材の確保の方法
や費用負担のあり方、歯科医師会の
役割等も明らかになっていないと
考える。 

 歯科医療機関を含めた医療機関に対
しては、院内感染防止対策に関する情
報提供等を行うとともに、十分な防御
なくウイルスに曝露した時には、抗イ
ンフルエンザ薬の予防投不を行う等の
対応を記載しております（P40、47）。 
 医療資機材については、各医療機関
において行うという国に準じた対応と
しております（P12）。 
 歯科医師会の役割については、指定
地方公共機関の役割として包拢的に記
載しております（P.12）。 

 

 地域の医師会の名称を、統一する
よう指摘がありました。 

「郡市区医師会」に名称を統一しま
した。 

 

P,7 本府の流行規模の想定にあたっ
ては、政府行動計画の中で示された
推計を参考に受診患者数、入院患者
数、死亡者数の推計を行った。 

国から算定の説明が必要との指摘が

あったため加筆しました。 

本府における流行規模の想定にあたっては、
政府行動計画の中で示されたＣＤＣ（米国疾病
管理予防センター）モデルによる推計を参考
に、受診患者数、入院患者数、死亡者数の推計
を行った。 

市町村及び関係機関からの意見等に基づく行動計画の修正等について 
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ページ 修正個所 対応とその理由等 修正案 

P.1 ～

2 

 

 

体制整備について新たに記載しまし

た。 

２．本府における行動計画策定等の経緯 

 また、政府対策本部が設置された場合には、

知事を本部長とし、副知事・部局長等からなる

府対策本部を速やかに設置し、全庁挙げて対策

を推進するため、平成 25 年 3 月に大阪府新型

インフルエンザ等対策本部条例を制定し、体制

整備を行った。 

P.4   実際に発生した際に、行動計画に記

載された項目のうち、実施すべき対策

の選択に関して、新たに記載しました。 

なお、実際に新型インフルエンザ等が発生し

た際には、病原性・感染力等の病原体の特徴、

流行の状況、地域の特性、その他の状況を踏ま

え、人権への配慮や対策の有効性、実行可能性

及び対策そのものが府民生活及び府民経済に

不える影響等を総合的に勘案し、行動計画等で

記載するもののうちから、実施すべき対策を選

択する。 

P.15  保健所設置市との連携を強化し、実

施体制を充実させるため、連絡会議等

について新たに記載しました。 

・府は、新型インフルエンザ等発生前から保健

所設置市との連携を強化するため、適宜、連絡

会議を開催する。 

ページ 修正個所 対応とその理由等 修正案 

事務局による行動計画の修正について 
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ページ 修正個所 対応とその理由 修正案 

P.2９ 

P.37 

P.43 

P.52 

 

 

国に確認したところ、感染症流行予

測調査及び動物サーベイは、通常のサ

ーベイランス体制として、全期に渡っ

て実施することが判明したため、未発

生期～府内感染期に渡り、加筆修正し

ました。 

◈未発生期（P.29） 

オ 感染症流行予測調査（血清抗体検査） 

府は、国民の免疫の状況を把握するために国

が実施する、インフルエンザウイルスに対する

抗体の保有状況の調査に協力する。 

        ≪健康医療部≫ 

カ 鳥類、豚が保有するインフルエンザウイル

スのサーベイランス 

府は、新型インフルエンザの出現の監視に活

用するために国が行う、鳥類、豚が保有するイ

ンフルエンザウイルスの情報収集、分析評価に

協力する。       ≪環境農林水産部≫ 

◈府内未発生期（P.37） 

カ 感染症流行予測調査（血清抗体検査） 

府は、国民の免疫の状況を把握するために国

が実施する、インフルエンザウイルスに対する

抗体の保有状況の調査に協力する。 

             ≪健康医療部≫ 

キ 鳥類、豚が保有するインフルエンザウイル

スのサーベイランス 

府は、新型インフルエンザの出現の監視に活

用するために国が行う、鳥類、豚が保有するイ

ンフルエンザウイルスの情報収集、分析評価に

協力する。      ≪環境農林水産部≫ 
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ページ 修正個所 対応とその理由 修正案 

   ◈府内発生早期（P.43） 

②サーベイランス体制の強化 

ア 府及び保健所設置市は、府内未発生期に引

き続き、医療機関等の協力を得て、以下のサー

ベイランスを実施する。 

・感染症流行予測調査 

・鳥類、豚が保有するインフルエンザウイルス

のサーベイランス 

◈府内感染期（P.52） 

②サーベイランス 

イ その他のサーベイランス 

・患者発生サーベイランス（定点サーベイラン

ス）、入院サーベイランス、感染症流行予測調査、

鳥類、豚が保有するインフルエンザウイルスの

サーベイランスは継続し、ウイルスサーベイラ

ンス、学校サーベイランスは通常の体制に戻す。           

≪健康医療部・環境農林水産部≫ 

P.７２  各発生段階における対策を容易に確

認することができるよう、一覧表を作

成しました。 

参考資料２「発生段階別対応一覧」を添付しま

した。 

 


